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本研究は東京圏を対象に，都市鉄道ネットワークの充実化に基づくアクセシビリティ水準と生産性の関

係を分析するものである．具体的にはまず，「平成28年経済センサス－活動調査」を用いて産業別の従業人

口密度の空間分布特性を把握する．次に，産業の共集積を考慮したアクセシビリティ指標を設定し，市区

町村毎のアクセシビリティ水準を算定するとともに，労働生産性（従業人口1人あたりの付加価値額）との

関係性を把握するため，相関分析及び回帰分析を行った．その結果，2次産業については「建設業」，3次産

業については「情報通信業」，「卸売業，小売業」など8つの産業で，アクセシビリティ水準が労働生産性に

関係している可能性が示唆された． 
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1. はじめに 

 

都市鉄道整備にともなうアクセシビリティの改善は，

通勤時間の短縮はもとより，業務等における移動時間の

短縮や費用の削減，鉄道駅近接地区への企業の集積など

を通じて生産性を向上させることが期待される．このう

ち集積による効果については，企業間の強い地理的結び

つきが情報やアイデア，知識などの交換を通じて，研究

開発やイノベーションを容易にすることにより発現す

るものと言われており 1)，企業の本社機能等の中枢管理

機能の集中が進み，商業や交通・通信，教育・文化・娯

楽，医療・福祉等の各種機能が充実している大都市圏に

おいて，その効果は大きいものと考えられる． 

また，人口減少が進展している現在，厳しい財政制約

下においても持続的な経済成長を実現していくために，

生産性向上に資する社会資本整備が求められており 2)，

都市における基盤施設である鉄道の役割も大きいと言

える．以上のことを踏まえると，大都市圏を対象に鉄道

整備による産業集積や生産性への影響を分析すること

は，有用性が高いものと考えらえれる． 

ここで大都市圏における事業所や従業人口の分布を

取り上げた既往研究としては，都区部を対象に従業人口

が増加している地区を特定したうえで，集積企業の業種

を調査した研究 3)や，同じく都区部を対象に事業所数の

推移を把握し，市街地開発等との関係や特定の産業の集

積状況について考察した研究 4)などが行われている． 

また，産業集積が生産性に及ぼす影響については，こ

れまで多くの研究が行なわれている．このうち小西ら 5)

は，工業統計調査の個票データを用いて，製造業を対象

に集積が生産性に与える効果を測定している．具体的に

は，都市型，特化型の 2 種類の集積指標を作成し，産業

特化と都市化が労働生産性や全要素生産性に対しどの

ようなインパクトを持つかを計測している．この研究で

は企業間の距離は考慮されているものの，移動時間や費

用は明示的に取り扱われていない． 

一方，鉄道や道路などの交通インフラの整備にともな

うアクセシビリティの改善が企業の生産性へ及ぼす影

響の分析は，国内外で広く行われている．しかしながら，

その多くが高速道路 6),7),8)や高速鉄道 9)などの都市間交通

を対象としたものであり，都市圏レベルを対象に基幹交
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通インフラである鉄道を対象に分析した研究は，著者ら

の知る限り存在しない． 

そこで本研究では，鉄道ネットワークの充実化が図ら

れている東京都市圏を対象に，アクセシビリティ水準と

生産性の関係を分析する．まず，「平成 28年経済センサ

ス－活動調査」を用いて産業別の従業人口密度の空間分

布特性を把握する．次に，産業の共集積を考慮したアク

セシビリティ指標を設定し，市区町村毎のアクセシビリ

ティ水準を算定するとともに，労働生産性との関係性を

把握するため，相関分析及び回帰分析を行う． 

 

 

2. 東京圏における産業別従業人口の空間分布 

 

(1) 経済センサスに基づく産業別従業人口の概況 

本章では，東京圏における産業別の従業人口の概況に

ついて，「平成 28年経済センサス－活動調査」の市区町

村単位及び町丁・大字単位のデータを用いて把握する．

ここで東京圏の範囲については，通勤や業務での移動等

を考慮して，第 5回東京都市圏パーソントリップ調査と

同じ圏域（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，茨城県

南部）とする． 

対象の産業は基本的に全産業とし，大分類ベースで分

析を行う．これを表-1に示す．なお，結果については視

覚的な理解のため，国土数値情報（統計GIS）の境界デ

ータ等を用いてGIS上に表示する．  

まず，対象地域における産業別の従業人口を表-2に示

す．これより，「卸売業，小売業」，「製造業」，「医療，福

祉」，「宿泊業，飲食サービス業」，「サービス業（他に分

類されないもの）」，「運輸業，郵便業」，「情報通信業」が

100万人以上と多いことがわかる．  

次に，これらの産業別従業人口（町丁・大字単位）の

地域分布を図-1に示す．なお，紙幅の制約より 3 次産

業を中心に分布を示す．これより「卸売業，小売業」，

「生活関連サービス業，娯楽業」，「教育，学習支援業」，

「医療，福祉」など日常生活に関わりのある産業は広域

に分布しているのに対して，「情報通信業」，「金融業，保

険業」は東京都心部を中心に分布しているなど，産業間

で異なる特性がみられる．また，全体的に鉄道の沿線地

域に分布している傾向がみられるものの，「運輸業，郵便

業」や「医療，福祉」は非沿線地域にも分布している． 

このような傾向について著者ら 10)は，鉄道駅を中心と

した半径 500m圏内の町丁・大字を駅近接エリア，それ

以外を非近接エリアとして，各々の従業人口密度を比較

した結果，「情報通信業」や「卸売業，小売業」など 3次  

表-1 分析対象の産業（大分類） 

 

 

表-2 東京圏における産業別の従業人口（平成28年） 

 

 

産業を中心に駅近接エリア内への高い集積が生じてい

ること，一方で「製造業」，「運輸業，郵便業」，「医療，

福祉」は，他の産業と比較して非近接エリアの従業人口

密度が相対的に高いことを明らかにしている． 

 

(2) 近年の従業人口分布の傾向   

東京圏における近年の従業人口分布について，平成 28

年と平成 24 年の経済センサスの結果を比較すると，平

成 24 年から平成 28 年にかけて，全産業で 1,492 万人か

ら 1,666万人に 174万人（11.7%）増加している．これを

産業別に示したのが図-2 であり，「医療，福祉」が 47.2

万人，「卸売業，小売業」が 35.3万人，「サービス業（他

に分類されないもの）」が 21.0万人，「宿泊業，飲食サー

ビス業」が 17.1 万人，「学術研究，専門・技術サービス

業」が 14.1万人それぞれ増加している． 

また，市区町村別の傾向に示したのが図-3である．こ

れより千代田区が 14.1 万人，港区が 12.0 万人，渋谷区

が 8.8万人，中央区が 5.8万人，品川区が 5.0万人増加し

ており，東京都区部での増加が大きいことがわかる．こ

れらの増分の産業別の内訳について，東京圏全域及び上

位 10 市区における寄与率を示したのが図-4 である．こ

れより東京圏全域では，「卸売業，小売業」，「医療，福祉」

の寄与が大きいことがわかる．また，上位 10市区では，

これらの産業に加えて「情報通信業」，「サービス業（他

に分類されないもの）」が寄与しているほか，市区によっ

ては「学術研究，専門・技術サービス業」（千代田区）な

ども増分に寄与している． 

1次産業 「農林漁業」

2次産業 「鉱業，採石業，砂利採取業」，「建設業」，「製造業」

3次産業

「電気・ガス・熱供給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業，
郵便業」，「卸売業，小売業」，「金融業，保険業」，「不動
産業，物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サービス
業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「生活関連サービス業，
娯楽業」，「教育，学習支援業」，「医療，福祉」，「複合
サービス事業」，「サービス業（他に分類されないもの）」

農林漁業
鉱業,採石業,
砂利採取業

建設業 製造業
電気・ガス・熱
供給・水道業

情報通信業

30,974 3,671 960,232 1,858,982 39,359 1,020,404

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,
保険業

不動産業,物品
賃貸業

学術研究,
専門・技術
サービス業

宿泊業,飲食
サービス業

1,038,897 3,609,846 595,971 540,104 771,484 1,486,478

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育,学習
支援業

医療,福祉
複合サービス

事業

サービス業
(他に分類され

ないもの)
合計

671,339 615,036 1,874,312 95,995 1,442,949 16,656,033
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情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 

金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業 

 

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業 

医療，福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの） 

注：各図の凡例のランクは従業人口の分布傾向を考慮して，①上位1%以内，②1%～5%，③5%～10%，④10%～20%，⑤20%～の5区分としている． 

図-1 東京圏における産業別従業人口の分布状況（平成28年，町丁・大字単位） 
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図-2 産業別の従業人口の変化（平成24年及び平成28年） 

 

  
図-3 市区町村別の従業人口の変化（平成24年～平成28年） 

 

 
図-4 都心部における従業人口の増加に対する 

産業別寄与率（全域及び上位10市区） 

 

 

3. アクセシビリティ指標と生産性の関係分析 

 

(1) アクセシビリティ指標の算定 

1 章で述べた通り，都市鉄道整備にともなうアクセシ

ビリティの改善は，通勤や業務等での移動時間の短縮や

費用の削減，企業の集積などを通じて生産性を向上させ

ることが期待される．小池・奥村 11)は，このような交通

整備水準と生産性分析に関する既往研究を包括的に整

理している．具体的には，生産関数の被説明変数には付

加価値額が多く用いられていること，説明変数のうち交

通整備水準を定量化する方法については，社会資本スト

ックを用いる方法とアクセシビリティを用いる方法に

大別されることなどが報告されている． 

本研究ではこれらを参考に，被説明変数に付加価値額，

説明変数にアクセシビリティを用いることとする．また，

統計については，市区町村単位で産業別の付加価値額や

従業人口を把握可能な「平成 28 年経済センサス－活動

調査」を利用する．ただし，経済センサスにおける有形

固定資産（土地を除く）は，調査前年（平成 28年経済セ

ンサスの場合，平成 27 年 1 月から 12 月までの 1 年間）

に新規計上された額であり，資本ストック額ではない．

すなわち，既往研究のように生産関数を構築して生産性

分析を行うことが困難である． 

そこで本研究では，生産性指標として広く用いられて

いる労働生産性（付加価値額を従業人口で除して得られ

る値）を採用し，この労働生産性とアクセシビリティの

関係を分析することとする．アクセシビリティを示す指

標としては，次式のような重力タイプを用いる． 


j ij

j

i
GC

EP
ACC                           (1) 

ここで，ACC i ：市区町村 iのアクセシビリティ指標，

EPj ：市区町村 jの従業人口（全産業），GCij：市区町村

ij間の一般化費用（円）である．ACC iは，人口集積の高

い地域からアクセスが良好な地域（市区町村）ほど値が

大きくなる性質を有している．なお，i=jの場合，自地域

内のアクセシビリティが改善することで，経済や人口規

模が不変でも同指標が増大することを示している． 

また，GCijは，市区町村内を細分化した小ゾーン（交

通政策審議会答申第198号の交通需要分析で設定された

ゾーン区分 12)に基づく）間の一般化費用を算出し，これ

を着ゾーンの人口で加重平均して算出している．この際，

利用交通機関として鉄道以外にもバス及び自動車が想

定されていることから，これらの所要時間や費用等を考

慮して算出する必要がある．そこで，交通機関選択モデ

ル（ロジットモデル）の選択肢中の最大効用の期待値で

あるログサム値を用いることとし，パラメータは交政審

答申第198号で用いられた推定値（業務目的，非高齢者）

を採用する 12)． 

ここで，式(1)の分子は市区町村 jの全産業の従業人口

であり，多くの産業が分布している地域（いわゆる都市

化の経済）を想定したものといえるが，産業間の関連性
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世田谷区

新宿区

大田区

横浜市西区

A～B 農林漁業 C 鉱業，採石業,砂利採取業 D 建設業

E 製造業 F 電気・ガス・熱供給・水道業 G 情報通信業

H 運輸業,郵便業 I 卸売業,小売業 J 金融業,保険業

K 不動産業,物品賃貸業 L 学術研究,専門・技術サービス業 M 宿泊業,飲食サービス業

N 生活関連サービス業,娯楽業 O 教育,学習支援業 P 医療,福祉

Q 複合サービス事業 R サービス業(他に分類されないもの)
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が考慮されていない．一方で大都市圏においては，関連

性がある複数の産業が同じ地域に立地する共集積が発

生しやすく，アクセシビリティを算定するうえで，産業

間の共集積を考慮することは重要である．この点につい

てWetwitoo and Kato13)は，Ellison and Glaeserの共集積指

標を導入した次式のようなアクセシビリティ指標を提

案している． 


j n ij

njmn

mi
GC

EP
ACC


                     (2) 

ここで，ACC mi：産業m・市区町村 iのアクセシビリテ

ィ指標，EPnj ：産業 n・市区町村 jの従業人口，GCij：市

区町村 ij間の一般化費用（円）であり，Ellison and Glaeser

の共集積指標 γmnは次式で表わされる． 

  





















i i

i iniimi

mn
x

xsxs
21

                 (3) 

ここで，smi , sni ：ゾーン i における産業m，n の従業

人口の全従業人口に対する割合，xi：ゾーン iにおける従

業人口の全ゾーンの従業人口に対する割合である． 

共集積指標 γmnについては，「製造業」，「卸売業，小売

業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「医療，福祉」の 4産

業間で高く，次いで 4産業と他の産業間の共集積指標が

高いという傾向がみれれる．なお，この 4産業はいずれ

も従業人口が 100万人超と規模が大きい（表-2参照）． 

 

(2) アクセシビリティ指標と労働生産性の相関関係 

上述した通り，本研究では生産性を表す指標として，

従業人口1人あたりの付加価値額である労働生産性を用

いる．ここで付加価値とは，企業等の生産活動によって

新たに生み出された価値のことで，生産額から原材料等

の中間投入額を差し引くことで求められる．経済センサ

スでは企業等の付加価値額について，調査前年の売上高

から費用総額（売上原価と販売費及び一般管理費の合

計），給与総額，租税公課を差し引いて算出している．ま

た，各市区町村における事業所に関する付加価値額につ

いては，企業等全体の付加価値額をその企業等を構成し

ている本所及び支所それぞれに対し，事業従事者数に応

じて按分することにより集計している． 

まず，全産業におけるアクセシビリティ指標（式(1)）

と労働生産性の関係を示したのが図-5である．相関係数

は 0.50であり，一定の関係性が認められる． 

次に，産業別にアクセシビリティ指標（式(2)）と労働

生産性の相関係数を求めた結果を表-3に示す．なお，従

業人口が非常に少ない「鉱業，採石業，砂利採取業」を 

 

図-5 アクセシビリティ指標と労働生産性の関係（全産業） 

 

表-3 アクセシビリティ指標と労働生産性の相関係数 

 

 

除いた 16種を対象としている． 

表より，「建設業」，「卸売業，小売業」「不動産業，物

品賃貸業」において，両者の相関係数が 0.5 以上であり

一定の相関がみられる．一方，「農林，漁業」，「製造業」，

「電気・ガス・熱供給・水道業」，「複合サービス事業」

は相関係数が 0.1 以下であり，ほとんど関係性が認めら

れない．なお，両変数を対数変換して同様の分析を行っ

たところ，概ね同様の傾向が示された．以上の結果は，

産業の種類によってアクセシビリティ指標と労働生産

性の関係が異なることを示したものと言える． 

 

(3) 労働生産性に関する回帰分析 

一般に労働生産性には，従業人口密度が関係すること

が知られている 1)．また，将来の鉄道整備にともなうア

クセシビリティの改善や人口密度の増加による労働生

産性の向上を分析する場合，これらの要因を考慮できる

モデルが必要である． 

そこで，労働生産性を被説明変数，アクセシビリティ

指標と従業人口密度を説明変数とした産業別の回帰分

析を行うことで，これらの変数の有意性を確認する．こ

こで回帰式は次式の通りである． 

mimi

mi

mi EDACC
EP

AdV
210                 (4) 

ここで，AdV：付加価値額，EP：従業人口，ACC：ア

クセシビリティ指標（式(2)で算出），ED：従業人口密度，

m：産業，i：市区町村，β0～β2：パラメータである． 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

労
働

生
産

性
（
百

万
円

/人
）

アクセシビリティ指標（ACC）

ACCと労働生産性

農林漁業 建設業 製造業
電気・ガス・

熱供給・
水道業

情報
通信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

金融業,
保険業

0.07 0.64 0.09 -0.22 0.29 0.16 0.58 0.32

不動産業,
物品賃貸

業

学術研究,
専門・技
術サービ

ス業

宿泊業,飲
食サービ

ス業

生活関連
サービス
業,娯楽業

教育,学習
支援業

医療,福祉
複合サー
ビス事業

サービス
業(他に分
類されな
いもの)

0.58 0.31 0.14 0.38 0.29 0.33 -0.04 0.42
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パラメータ推定の結果を表-4に示す．アクセシビリテ

ィ指標と従業人口密度の両方が有意であったのは「建設

業」，「情報通信業」，「卸売業，小売業」，「不動産業，

物品賃貸業」，「学術研究，専門・技術サービス業」，「生

活関連サービス業，娯楽業」，「教育，学習支援業」であ

り，アクセシビリティ指標のみ有意が「金融業，保険

業」，「サービス業（他に分類されないもの）」，従業人口

密度のみ有意が「製造業」，「電気・ガス・熱供給・水道

業」，「運輸業，郵便業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「医

療，福祉」であった．  

以上の結果から，2次産業については「建設業」，3次

産業については「情報通信業」，「卸売業，小売業」，「金

融業，保険業」，「不動産業，物品賃貸業」，「学術研究，

専門・技術サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，

「教育，学習支援業」，「サービス業（他に分類されない

もの）」で，アクセシビリティ水準が労働生産性に関係し

ている可能性が示唆された． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，鉄道ネットワークの充実化が図られた東

京都市圏を対象に，アクセシビリティ水準と生産性の関

係を分析した．Ellison and Glaeserの共集積指標を導入し

たアクセシビリティ指標を設定し，労働生産性との関係

を分析した．その結果，2 次産業については「建設業」，

3次産業については「情報通信業」，「卸売業，小売業」

など 8 つの産業でアクセシビリティ水準が労働生産性

に関係している可能性が示唆された．以上の結果は，鉄

道整備の効果を分析するうえで，産業別の特性を考慮す

ることの重要性を示唆したものである．  

今後の課題として，パラメータ推定で有意な結果が得

られなかった産業に関する考察や，隣接する地域間の空

間的自己相関を考慮したモデルの構築など，分析の深度

化が挙げられる． 
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